
 

   

Ｑ4. 父が所有する賃貸建物を、父が主宰する不動産管理会社に譲渡して、所得税と将来の相続税の軽減を図ろうと考えている。 

 賃貸建物の敷地は父のままにしようと考えるが、税務上問題はないか。 

 

【答え】 

 

① 賃貸建物は不動産管理会社、その敷地は父であることから、借地権の認定課税が行われないよう、「土地の無償返還に関する届出書」を提出してあれば税務上の問題は生じ

ない。 

 

② 賃貸建物を所有する不動産管理会社は、父に対して適正な権利金の支払がなかったら借地権の認定課税を受けることになる。 

 

 

【解答】 

賃貸建物は不動産管理会社、その敷地は父であることから、借地権の認定課税が行われないよう、「土地の無償返還に関する届出書」を提出してあれば税務上の問題は生じない。 

 

【解説】 

土地の無償返還に関する届出書は、法人が借地権の設定等により他人に土地を使用させた場合で、その借地権の設定等に係る契約書において将来借地人等がその土地を無償で返還

することが定められている場合に、法人とその借地人の連名により、「土地の無償返還に関する届出書」を遅滞なく届け出ることとされています。 

この届出を行っている場合には、権利金の認定課税は行われないこととなります（法基通13-1-7）。 

また、使用貸借型と賃貸借型とがありますので、いずれの方式を採用するのか慎重に検討が必要です。 

 

● 土地の無償返還に関する届出書の提出がある場合の課税関係 

 借地権（不動産管理法人） 貸宅地（個人） 

相続税評価額 
賃貸借 （株価評価）自用地評価額×20％（加算） ※建物が貸家の場合には14％を加算 自用地評価額×80％ 

使用貸借 （株価評価） 零（加算する金額はない） 自用地評価額 
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